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親会社の異動に関するお知らせ  

 

当社の親会社である株式会社歯愛メディカル（コード番号：3540、東証スタンダード）が 2025 年 10

月 7 日付で公表した「エア・ウォーター株式会社による当社株式に対する公開買付けの結果並びに親会

社、その他の関係会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」に基づき、当社の親会社

に異動が生じる見込みとなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1．異動の経緯 

当社の親会社である株式会社歯愛メディカルの発表によれば、エア・ウォーター株式会社による株

式会社歯愛メディカルの普通株式に対する公開買付けが成立したとのことです。 

これにより、2025 年 10 月 14 日（公開買付けの決済の開始日）をもって、エア・ウォーター株式会

社は株式会社歯愛メディカルの親会社となり、当社は同社の孫会社となる予定です。その結果、財務

諸表等規則第 8 条第 3 項の規定により、エア・ウォーター株式会社は当社の親会社（当社株式の間接

所有）にも該当することとなります。 

 

2．異動予定日 

2025年 10月 14日 

 

3．新たに親会社に該当することとなる会社の概要 

（1）名称 エア・ウォーター株式会社 

（2）所在地 大阪市中央区南船場二丁目 12番 8号 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役会長 豊田 喜久夫 

（4）事業内容 デジタル＆インダストリー、エネルギーソリューション、ヘ

ルス＆セーフティー、アグリ＆フーズ、並びにその他の事業

に関する製品・商品の製造・販売 

（5）資本金 55,855 百万円 

（6）設立年月日 1929年 9月 24日 

（7）大株主及び持株比率  

（2025年 3月 31日現在） 

 （注） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 12.60％  

株式会社日本カストディ銀行（信託口）            5.95％  

三井住友信託銀行株式会社                        3.46％  

日本製鉄株式会社                                3.01％  

STATE STREET BANK AND TRUSTCOMPANY 505001       2.81％  

（常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業部）  



 

株式会社三井住友銀行                            2.73％  

エア・ウォーター取引先持株会                    2.62％  

全国共済農業協同組合連合会                      2.16％  

エア・ウォーターグループ 持株会                 2.09％  

株式会社北洋銀行                                2.00％ 

（8）当社との関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 該当事項はありません。 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（注） エア・ウォーター株式会社が 2025 年 6 月 25 日に提出した第 25 期有価証券報告書の「（6）大

株主の状況」 より引用しております。 

 

4．異動前後における異動する株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 

属性 

議決権の数（議決権所有割合）（注） 

直接所有分 
間接所有分 

（合算対象分） 
合計 

異動前 － － － － 

異動後 
親会社 

（親会社の親会社） 
－ 

33,671個 

（50.59％） 

33,671個 

（50.59％） 

 （注）「議決権所有割合」とは、当社が 2025 年 10 月 10 日に提出した「2025 年 11 月期 第 2 四半期

（中間期）決算短信〔日本基準〕（非連結）」に記載された 2025 年 8 月 31 日現在の当社の発行

済株式総数（6,669,700 株）から、同日現在の当社が所有する自己株式数（13,738 株）を控除

した株式数（6,655,962 株）に係る議決権の数（66,559 個）に対する割合（小数点以下第三位

を四捨五入しております。）をいいます。 

 

5．今後の見通し 

本件が当社の今後の事業運営等に与える影響につきましては、現時点において未定であります。今

後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


